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Ⅰ 外部監査の概要 

1．監査の種類 

地方自治法第 252 条の第 37 第 1 項及び第 2 項に基づく包括外部監査 

 

2．監査の対象 

(1) 監査対象（選定した特定の事件） 

防災・危機管理事業について 

 

(2) 監査対象年度 

平成 29 年度（必要に応じて平成 28 年度以前及び平成 30 年度分についても監査

の対象とする。） 

 

3．監査テーマの選定理由 

近年、我が国は、東日本大震災、大型台風・集中豪雨、土砂災害による被害、笹

子トンネル事故など自然災害及び事故災害は深刻なものとなっている。また、倉敷

市に大きな被害をもたらす可能性が高い、南海トラフ巨大地震の発生も懸念され、

市民、自治体の災害による危機管理の関心はますます高まっている状況である。さ

らに近年の短時間での集中豪雨や台風による暴風雨などにより、家屋への浸水被害

などが発生している状況にある。 

このような災害に対して備えるため、倉敷市は倉敷市地域防災計画・倉敷市水防

計画（平成 30 年 1 月修正）において、風水害・地震津波災害などの対策を策定し

ている。 

今後、倉敷市地域防災計画・倉敷市水防計画に従って対策を講じることにより、

ハード面においては、市有建築物の耐震化、上水道管・下水道管の長寿命化・耐震

化、橋梁の耐震化など支出増加が予想される。具体例としては、倉敷市のホームペ

ージに公表されている「水道事業経営比較分析表」によれば、管路経年化率は、平

成 23 年の 7.52％から平成 27 年の 12.77%と 5.25 ポイント増加しており、施設更新

時に耐震化を推進させ、管路を含めた老朽施設の更新を積極的に行っていく必要が

ある旨記載されている。 

一方、ソフト面においては、市民への防災訓練の指導や自主防災組織が有効に機

能するために、防災危機管理室などによる支援が今後増加することが予想される。 
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防災対策事業は、市民生活の安全を守る重要な事業であり、限られた財源・人員

の中で、耐震化、火災の消火・予防活動、救急業務、ライフラインの整備等により、

災害から市民の生命、身体及び財産を守るという防災の責務は以前にも増して重要

となっており、監査テーマとした。 

なお、平成 30 年の包括外部監査を実施している最中に、平成 30 年 7 月豪雨によ

り、倉敷市真備町地区は甚大な被害を受けた。このため、被災地に出向き、被災の

現状・避難所の現状・ボランティア活動の現状等を検証した。 

 

4．監査の結果 

監査の結果について、法令等に違反又は不当と判断したもの、及び経済性・効率

性・有効性の観点から著しい問題があると認められ、改善を求めるものについては

「指摘事項」とし、法令等の違反ではないが、是正、改善が望ましいものについて

は「意見」として明記している。 

 

5．監査の体制 

包括外部監査人 公認会計士 壷田 周彦 

補助者     公認会計士 小野 和倫 

補助者     公認会計士 十川 智基 

補助者     公認会計士 濱田 博英 

補助者     公認会計士 柏野 聰太郎 

補助者     公認会計士 林 英夫 

 

6．監査実施期間 

平成 30 年 5 月 2 日から平成 31 年 2 月 1 日まで 
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Ⅱ 倉敷市の防災及び危機管理の事業の概要 

 

(1) 指摘事項 

 

＜指摘事項 1 広報車の定期的な点検について＞ 

平成 30 年 11 月 6 日に行われた水島地区石油コンビナート総合防災訓練を視察した

ところ、訓練において倉敷市広報車の拡声器の音量調整が不十分であったため、音声

が極めて小さかった。これは、当初予定していた広報車の故障が当日判明し、急遽操

作に不慣れな代替車を使用したことによるものである。したがって、広報車を定期的

に点検する仕組みとするとともに操作方法の周知を図ることで、災害発生時等に適時

に対応できるように備えるべきである。 

 

(2) 意見 

 

＜意見 1 液状化現象発生を想定した避難経路について＞ 

 液状化現象が発生した場合の避難経路を想定していない。液状化が発生したことも

想定した避難経路の確保や避難誘導の訓練を実施すべきである。 

 

＜意見 2 防災危機管理室の組織強化について＞ 

 防災危機管理室の勤続年数が短い職員の割合が高いため、個々の経験・能力を早急

に向上させる必要がある。 

 倉敷市は現在、平成 30 年 7 月豪雨により、他市から中期派遣職員を受入れている状

態であり、他市への災害応援に職員を派遣できない状況である。他市からの派遣職員

の受入れが終了した後、他市で災害が発生した場合はたとえ小規模災害であっても、

中核市災害相互応援協定等に基づき、積極的に災害発生都市へ職員を派遣し、他市の

災害現場で倉敷市の経験を活かすとともに、災害対応を経験し、実体験に基づいたフ

ィードバックを行い、倉敷市での防災対策及び災害対応のさらなる向上に活用すべき

である。 

 また、倉敷市は防災士の資格取得の奨励を行っていることからも、防災危機管理室

職員の防災士資格の取得率を向上させるべきである。 
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＜意見 3  防災危機管理室と各部の連携について＞  

倉敷市の各部署に対して、災害対応マニュアルの作成を依頼し、また既に作成済み

の部署については、当該マニュアルの内容を確認し、災害発生時における各部署間で

有効かつ効率的な連携体制が構築できるように、各部署との相互認識の強化を図る必

要がある。 

 

＜意見 4  防災マニュアルの更新・配布について＞ 

平成 17 年以降、更新されていない倉敷市防災マニュアルの内容を再考し、必要であ

れば更新を行い、定期的に冊子として市民へ配布する、もしくは、予算の都合上、全

戸配布や増刷は不可能であるとしても、倉敷市ホームページに当該マニュアルをアッ

プロードし、市民が誰でもダウンロードできる状況であることを周知すべきである。 

 

＜意見 5 防災士育成講座の倉敷市ホームページ掲載について＞ 

 防災士育成講座は、マイ広報版広報くらしきに掲載されているが、倉敷市のホーム

ページに掲載されていない。防災士育成講座は防災危機管理室所管であることから、

防災危機管理室のページにも掲載し、防災士育成講座の周知及び活用を高めるべきで

ある。 

 

＜意見 6 総合防災訓練の実施について＞ 

年に 1 回の重要な総合防災訓練が諸事情により中止となった場合でも、規模を縮小

する、または図上訓練を行うなど、関係機関と協議した上で、総合防災訓練を実施す

ることを検討すべきである。 

 

＜意見 7 各部署連携の防災訓練について＞ 

 倉敷市では例年、総合防災訓練、水防訓練、図上防災訓練等を行っているが、防災

危機管理室は、各部署が作成している災害対応マニュアルの入手・確認が行われてお

らず、大規模災害発生時の想定事項、想定リスク等を集約・共有し、当該想定事項を

織り込んだ防災訓練の実施が不十分と思われる。各部署が作成した災害対応マニュア

ルをもとに、情報を集約・共有した防災訓練の実施が必要である。  

 

 



 

5 

 

＜意見 8 非開示シナリオを織り込んだ防災訓練の実施について＞ 

総合防災訓練はシナリオがすべて記載されており、シナリオ通り実施できるかどう

かの訓練となっている。災害発生時は想定外の事項が発生するものであり、想定外の

事項について、正確な情報を収集・判断の上、適切な指示を出し、当該指示に従って

業務にあたることが重要である。 

図上訓練においては、プレーヤーに非開示の内容を織り込み、訓練中に当該非開

示の内容を発生させ、適切に対応できるかどうかの訓練を行っている。 

図上訓練以外のその他実動訓練においても、シナリオ通りの訓練のみならず、プ

レーヤーに一部非開示の内容を織り込んだ訓練を実施すべきである。 
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Ⅲ 防災・危機管理事業 

 

1．防災計画・協定関連 

 

(1) 指摘事項 

 

＜指摘事項 2 業務継続計画の完成版の公表について＞ 

災害時に資源（人、物、情報等）が制約を受けた場合でも、一定の業務を的確に行

えるよう、業務継続計画を策定し、その対策を事前に準備しておくことが必要であり、

早期に完成版を公表する必要がある。 

 

＜指摘事項 3 協定書の定期的な見直しについて＞ 

 消防・救急活動等に係る相互応援協定は、締結から 40 年以上経過しているものの、

定期的な見直しが行われておらず、現状と乖離しているものがある。条文番号等の不

整合は実務上の問題は生じていないが、特に岡山県地方振興部の不存在については、

存在がなくなってから監査指摘時点まで、当該協定を引き継いだ部署等が不明の状態

となっていた。 

協定書は現状との乖離等が生じていないか、定期的に見直しを行うべきである。 

 

＜指摘事項 4 災害時受援計画の公表及び周知について＞ 

応援先、受援先の指定、応援、受援に関する連絡、要請の手順、本部との役割分担、

連絡調整体制、応援機関の活動拠点、応援要員の集合、配置体制や資機材等の集積、

輸送体制等について、災害時受援計画の早期の公表及び庁内への周知を行う必要があ

る。また、見直しにあたっては他市事例や平成 30 年 7 月豪雨における対応を参考とす

べきである。 

 

 

(2) 意見 

 

＜意見 9 業務継続計画の見直しについて＞ 

定期的な教育や訓練、点検等の実施により業務継続計画の実効性を確認するととも
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に、倉敷市地域防災計画などの、他の計画の見直しに合わせて、計画の持続的な改善

を進めていく必要がある。 

 

＜意見 10 個別の避難支援計画の策定支援について＞ 

個別の避難支援計画の作成は、災害対策基本法において市町村に義務づけられてい

るものではないが、内閣府の「避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針」

において推奨されており、その作成により災害時の避難支援等をより実効性のあるも

のにできることから、倉敷市としても策定の支援を進めていく必要がある。 

また、策定状況を報告により把握し、自主防災組織等との連携を強化するとともに、

必要に応じて「災害時要援護者避難支援プラン」の見直しを検討するべきである。 

 

＜意見 11 避難支援計画に基づく訓練について＞ 

個別の避難支援計画の策定のみでなく、実施主体である自主防災組織と協調し、避

難支援計画に基づいた避難訓練を行い、支援内容の検証ができるよう、支援する必要

がある。 

 

＜意見 12 協定の定期的な見直しについて＞ 

 災害発生時におけるライフラインに関する協定の内容が古く、現在の倉敷市の状況

にそぐわない協定となる可能性があることから、例えば 3 年に 1 度等、定期的に協定

の内容を確認する体制とする必要がある。 

 

 

2．災害への備え 

 

(1) 指摘事項 

 

＜指摘事項 5 支所が被災した場合のバックアップについて＞ 

庁舎等の防災拠点について、支所についても被災した場合の代替拠点等バックアッ

プ対策について検討すべきである。また、これらの代替施設においても最低限必要な

対応ができるよう、衛星携帯電話等の通信設備の設置や非常用発電機の燃料確保の方

法について検討する必要がある。 
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＜指摘事項 6 分散備蓄について＞ 

 耐震化されておらず、津波浸水想定区域内の西浦倉庫に、水、食料等の備蓄品が集

中しているとともに、西浦倉庫にのみ保管されている備蓄品が存在する。大型地震の

発生により、西浦倉庫は備蓄倉庫としての機能が停止する可能性が高く、他の地域の

倉庫に備蓄品を分散すべきである。 

 

＜指摘事項 7 備蓄品の入出庫管理について＞ 

 災害発生時の緊急を要する場合を除き、消費備蓄品の入出庫について、備蓄品ごと

に入出庫数、入出庫者、目的等の管理簿を作成すべきである。 

 

 

(2) 意見 

 

＜意見 13 ため池災害ハザードマップのホームページ掲載について＞ 

 ため池災害ハザードマップは平成 31 年 4 月より公開予定であるが、本報告書作成

時点では、倉敷市ホームページに掲載していない。情報開示の点からはホームページ

に適時に掲載すべきであり、今後、ため池災害ハザードマップの更新等が行われた際

は、適時にホームページに掲載すべきである。 

 

＜意見 14 備蓄品の管理の統一について＞ 

 防災危機管理室管理の備蓄品について、備蓄品リスト、管理簿、配置図等などは統

一した形式を使用して管理すべきである。 

 

＜意見 15 災害備蓄品（下水道部）の管理について＞ 

災害備蓄品の管理は、災害の発生時に正確な災害備蓄品在庫が把握され、災害時に

おける緊急の払い出しを可能とするものでなくてはならないから、定期的な管理を行

うと同時に、適切な数量管理を行うべきである。 

 

＜意見 16 緊急告知 FM ラジオの設置について＞ 

 各地区の屋外拡声器からの防災行政無線は、音の反射や豪雨により正確に聞き取る

ことができない場合がある。緊急告知 FM ラジオであれば屋内であるため、屋外拡声器



 

9 

 

より鮮明に聞き取ることが可能である。緊急告知 FM ラジオの設置状況のアンケート

調査を実施するとともに、積極的な広報活動を実施し、特に携帯電話、インターネッ

ト等の利用率が低い高齢者等の世帯設置率を向上させるべきである。 

 

＜意見 17 倉敷署及び水島署の査察の実績率について＞ 

火災予防の査察の実績率は 100%とすべきであり、実績率の低い倉敷署、水島署への

他署からの人員の応援を踏まえて、査察計画を立てるべきである。 

 

＜意見 18 住宅用火災警報器設置率、条例適合率について＞ 

 設置率は毎年全国平均を下回っており、条例適合率は平成 29 年 6 月現在では全国

平均を上回っているものの、31.3%については条例に適合していない状況である。倉敷

市は近年では毎年両率ともに上昇しているものの、消防庁の「住宅用火災警報器の設

置率等の調査結果 （平成２９年６月１日時点）」によれば、設置率、条例適合率が 100%

の市町村もあり、市民の協力が不可欠であるが、引き続き両率を上昇させる必要があ

る。 

 

 

3．防災に対する補助・助成制度 

 

(1) 意見 

 

＜意見 19 止水板・住宅嵩上げ補助金の整備について＞ 

 他市での実績もある制度であり、地理的条件からもその有効性が期待されることか

ら、倉敷市において、止水板・住宅嵩上げ補助金事業を実施すべきである。 

 

＜意見 20 暴力団関係者等に対する補助金の制限について＞ 

暴力団関係者等を排除しないことは、結果として建築物耐震診断助成事業、建築物

耐震改修等助成事業が、暴力団関係者等に財産上の利益を供与することになりかねず、

岡山市等の他市でも導入事例があるものであるから、倉敷市においても暴力団関係者

等を排除する施策、手法等を講じるべきである。 
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＜意見 21 暴力団関係者等に対する補助金の制限について＞ 

 空家等除却事業費補助金の対象者の要件においても、暴力団関係者等を排除する施

策、手法等を講じるべきである。 

 

 

4．防災のための施設整備（耐震化・長寿命化など） 

 

(1) 指摘事項 

 

＜指摘事項 8 住宅用火災警報器の未設置について＞ 

 住宅用火災警報器の設置は消防法で定められており、倉敷市管理の住宅が法令違反

の状態となっている。入居者の同意が得られない問題はあるが、火災により他の建築

物にも影響を及ぼす可能性があることから、法令上設置が求められることを説明し、

住宅用火災警報器の設置率を高める必要がある。 

 

＜指摘事項 9 市民病院の業務継続計画の策定について＞ 

病院の立地の観点から、運用面における防災対策が重要なことは明らかである。事

業に対するダメージを可能な限り小さくし、事業の継続及び復旧を可能なものとする

ため、早期に業務継続計画を策定する必要がある。また、計画策定にあたっては、倉

敷市地域防災計画及び策定中の倉敷市業務継続計画との関連性を踏まえ、あわせて他

の病院の事例を参考とすべきである。 

 

 

(2) 意見 

 

＜意見 22 排水機場の非常用発電設備の設置状況について＞ 

非常用電源設備が未設置となっている排水ポンプのうち、ポンプの排水能力が高く、

住民の多い地域や重要な避難所等の緊急性の高い地域については、排水機場長寿命化

計画と整合を図りながら、優先順位を考慮し、非常用電源設備の設置を検討すべきで

ある。 
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＜意見 23 非常用電源設備の設置について＞ 

 大規模震災発生時は、倉敷市内全域で電力が停止し、各水道施設の機能が停止する

可能性がある。また、大規模震災発生時は隣接都市も同様の被害が想定され、発生直

後は他市からの給水応援等が困難であることが考えられる。本庁舎・代替庁舎のみな

らず、重要な浄水施設、ポンプ場等についても非常用電源設備を設置すべきである。 

 

＜意見 24 下水道施設の耐震化の進捗について＞ 

 倉敷市下水道総合地震対策事業計画において策定された計画のうち、一部に遅れが

生じている。南海トラフ巨大地震の発生に備えて、計画通りに実施すべきである。 

 

＜意見 25 処理場、ポンプ場の停電時の補完体制について＞ 

 非常用発電設備が未設置である施設のうち、松江ポンプ場、下津井ポンプ場につい

ては、電力停止時の補完体制が、大規模災害において十分に機能しない可能性が考え

られるため、非常用発電設備の設置等、停電が生じた場合の対応を検討すべきである。 

 

＜意見 26 使用見込みのないため池について＞ 

未利用のため池 33 面について、今後使用込みがない場合は、近隣住民と協議のう

え、廃止するなど事前の防災措置を図るべきである。 

 

＜意見 27 耐震性能調査の実施計画時期について＞ 

 長寿命化を優先し、現在の海岸の健全度を確認の上、耐震性能調査を行う順序は合

理的なものであり、マニュアルの改訂により水門・陸閘が追加され、計画が遅れたこ

とはやむを得ない。しかし、耐震化の課題は当初から存在していたことであり、各漁

港は建築年月日が昭和後期のものが多く、耐震化の状況についてはすべて不明である

状況からは、長寿命化計画、耐震性能調査計画を早めるべきである。 

 

＜意見 28 変更契約について＞ 

工事契約において、資材等の調達に要する時間は、一般に受注者側で十分な事前検

討を経て契約に至るべき事項であると考えられる。変更契約の回数が多大になると、

担当課内の事務手続量も増加することとなるため、受注者との契約に至る過程におい

て工期等を適切に見積った後に契約するなど、変更契約は少なくすべきである。 
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＜意見 29 耐震基準未対応住宅について＞ 

 入居者に対し、大規模地震発生時の倒壊の危険性が高いことについて説明するとと

もに、大規模地震発生時の対応を講じるように事前に説明すべきである。また、退去

により空室となった場合、取り壊す予定の住宅も存在する。このような住宅は、入居

者の同意のもと安全な住宅への転居ができれば、入居者、倉敷市双方にメリットがあ

るため、定期的に入居者の転居の意思を確認すべきである。 

 

＜意見 30 倉敷市の学校園の塀の安全管理について＞ 

 倒壊すると被害が大きくなると予測される学校園の塀は、あらかじめリスト化し、

定期的に点検を行い、老朽化などにより危険性が高くなったものについては、早急に

撤去、補修等の対応ができるようにすべきである。 

 

 

5．災害発生時の担い手 

 

(1) 意見 

 

＜意見 31 職員用の備蓄物資、品目の目標数の決定について＞ 

早急に品目や目標数を含めた職員用の備蓄計画を策定し、その計画に基づく備蓄に

着手すべきである。 

 

＜意見 32 消防団の定員について＞ 

消防団を再編した平成 20 年 4 月から 10 年が経過しており、人口当たりの消防団員

の定員数、地域別の消防団の定員数のアンバランスについて再度検討すべきである。 

 

＜意見 33 医療救護班の地域防災計画の見直しについて＞ 

倉敷市地域防災計画の医療、助産に関する計画について、平成 30 年 7 月豪雨の際の

経験も踏まえ、災害派遣医療チーム、日本医師会災害医療チーム等の派遣受入れを前

提とした実情に合った計画に見直しを行うべきである。 
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＜意見 34 自主防災組織の活動の確認及び形骸化について＞ 

自主防災組織数は平成 25 年度以降増加しているが、活動実績がない団体が存在す

ると考えられる。倉敷市より防災資機材を給付していることから、同組織が形骸化し

ないように、定期的に活動を確認するとともに、活動がない組織には活動を啓発すべ

きである。 
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Ⅳ 平成 30 年 7 月豪雨 

 

(1) 指摘事項 

 

＜指摘事項 10 非公開の外線番号の設定について＞ 

市民やマスコミなどの外部との連絡手段と別に、庁内の連絡手段を確保するため、

非公開の外線番号を有した機器を拡充しておくことが必要である。また、主要関係機

関との授受専用公用携帯電話の確保を検討すべきである。 

 

＜指摘事項 11 災害対策マニュアルチェックリストの未記帳について＞ 

 倉敷市水道局災害対策マニュアルには、災害等対応チェックリストが整備されてい

るが、平成 30 年 7 月豪雨の際に当該チェックリストが使用された証跡が残されてい

ない。災害対応が漏れなく実施されていることを確認するためにも、チェックリスト

を実施した証跡を残し、災害対応にあたるべきである。 

 

＜指摘事項 12 廃棄物量の推定計算について＞ 

廃棄物量は南海トラフ巨大地震のパターンを採用し、推定値を算定しているが、平

成 30 年 7 月豪雨災害の実績を踏まえ、推定計算方法の抜本的な見直しを行い、推定値

と実績値の誤差を小さくすべきである。 

 

 

(2) 意見 

 

＜意見 35 避難指示発令前の情報収集について＞ 

 避難指示等の発令判断の収集すべき情報・データの種類、計器等の十分性、情報伝

達の適切性について検証すべきである。 

 

＜意見 36 避難所の既設の設備、物資等の事前把握と管理について＞ 

 避難所運営に欠かせない設備（冷暖房機器、洗濯機、発電機、マンホールトイレ等）

の必要数量や当該設備を稼働させる電力量等は、避難所の規模や既設の状況より、あ

らかじめ各避難所別に算定しておき、大規模災害時に不足が予測される設備を早期に
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避難所別に把握し、支援要請・設置が行える体制とすべきである。 

 

＜意見 37 ボランティアの受入センター候補地設定について＞ 

 大規模災害発生時に早期にボランティアの受入センターを開設できるように、ボラ

ンティアセンター候補地と協定を結ぶなど、候補地を検討しておくべきである。 

 

＜意見 38 避難所職員の配置について＞ 

 避難所の対応職員について、大規模災害においては十分な人数の職員を配置できる

とは限らないことを前提に、避難者自身が避難所運営に参加できるよう、自主防災組

織などを対象に啓発を進めるとともに、市職員に対しても限られた人数で効果的に避

難所運営にあたることができるよう、研修を行うなど啓発に努めるべきである。 

 

＜意見 39 避難所職員の休憩スペースについて＞ 

 避難所職員の休憩を与えるために、人目につかない場所に、職員の休憩スペースを

事前に確保するべきである。 

 

＜意見 40 真備支所の設備について＞ 

 真備支所は洪水・土砂災害ハザードマップの浸水深 5.0 メートル以上の地域である

が、1 階への浸水により、防災拠点としての機能が停止した。1 階へ配置する機能、物

資、設備等を見直すべきである。 

 

＜意見 41 災害発生時の 119 番通報対応について＞ 

 平成 30 年 7 月豪雨における 119 番通報対応での課題を洗い出すとともに、大規模

災害時に関するコールトリアージプロトコルの策定を図るべきである。 

 

＜意見 42 水難対応資機材の充実について＞ 

水難対応資機材は協定等により外部からの応援が見込まれるが、水難対応の充実・

迅速化を図るため、平成 30 年 7 月豪雨において使用した資機材について、救助実績か

ら必要数を算定の上、見直しを行うべきである。 
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＜意見 43 消防施設の浸水対策について＞ 

 浸水地域ハザードマップを活用し、1 階部分が水没する地域の消防署は、自家発電

設備をはじめ、指令系設備等、電気関係設備は 2 階以上のなるべく高い位置に設置す

るとともに、止水板を常備し浸水を最大限防ぐ対策を講じるべきである。 

 

＜意見 44 倉敷市水道局災害対策マニュアルの見直しについて＞ 

 倉敷市水道局災害対策マニュアルの見直しは毎年 1 度実施されているが、マニュア

ルに記載されている避難所一覧について、防災危機管理室が公表している避難所一覧

と整合していない避難所が存在した。避難所の追加、異動は不定期に行われるもので

あり、防災危機管理室との連携を図り、適時に水道局災害対策マニュアルを更新する

必要がある。 

 

＜意見 45 管渠のネットワーク化について＞ 

管渠の破損等のリスクに備えて管渠のネットワーク化を行えば、スムーズな排水が

可能となったと考えられる。重要な避難所に指定されているエリアでは、管渠のネッ

トワーク化を検討し災害時においても管路の排水能力を確保すべきである。 

 

＜意見 46 災害協定について＞ 

 災害発生時においては、各種の業者に複数の自治体等から同時に業務の要請が行わ

れることが想定される。下水道の災害査定については、事前に水コンサルタント業協

会と協定を締結していれば、よりスムーズに契約ができたと考えられる。各種の災害

に関する協定については様々なリスク等を想定して事前に締結しておくべきであるか

ら、複数の相手先と協定を結ぶなどリスクに応じた対応を行うべきである。 

 

＜意見 47 応急措置の実施について＞ 

平成 30 年 7 月豪雨により実施したため池の応急措置は、西日本を中心に多くのた

め池において被害が発生したことを受け、農林水産省が急遽、緊急点検を行うことを

決定したものであり、予め指針等があったものではないが、応急措置の内容からは、

時間や大きなコストを必要とするものではない。今後同様の災害が発生した際は、国

からの指示に関わらず、速やかに応急措置を実施すべきである。 
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＜意見 48 市営住宅の再建について＞ 

 平成 30 年 7 月豪雨で被災した市営住宅の再建は、例えば建物の高層化、避難路の確

保、立地の移転、廃止など、入居者の意見も徴収し、費用対効果を考慮の上、浸水対

策を講じ実施すべきである。 

 

＜意見 49 廃棄物の仮置場の事前確保について＞ 

廃棄物の仮置場について、民間との協定により、あらかじめ余裕のある面積を確保

しておくべきである。 

 

＜意見 50 ハザードマップの市民の認識について＞ 

市民のハザードマップの認識状況、理解状況についてアンケート調査を定期的に行

い、市民への周知の十分性を検討すべきである。特に、ハザードマップ上の警戒区域

や危険区域、市営住宅など高齢者が多い世帯等、発災時の被害が大きくなると想定さ

れる地域等については、優先して実施すべきである。 

また、自主防災組織等を中心に身近な地域のハザードマップの作成・見直しを行う

等、住民参加型の取組みを進めることにより、ハザードマップの認識を深める対策を

とるべきである。 

 

＜意見 51 ドローンの導入について＞ 

人が入っていくことが困難な場所等についてもドローンがあれば、比較的容易に地

形の状況や危険個所を把握することが可能である。また、ドローンは、ヘリコプター

等に比して非常に安価であり、また操作についても比較的容易に習得できる。 

防災対策に活用するため、また、被災地等の状況をいち早く把握するためにも、ド

ローンを効果的に活用すべきである。 

 

＜意見 52 平成 30 年 7 月豪雨の客観的な検証の必要性について＞ 

平成 30 年 7 月豪雨による被害の客観的な検証を行うためには、第三者委員会によ

る検証作業を行うべきであるが、すでに岡山県が第三者委員会を設置しており、倉敷

市においても第三者委員会を設置し検証作業を行うと、同じことを検証するケースも

出てくることが想定される。よって、岡山県の第三者委員会の検証には積極的に協力

するとともに、検証作業をすべて岡山県任せにするのではなく、倉敷市においても今
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後の防災に活かすために、例えば、災害対応にあたった各部署から意見を吸い上げる

など、倉敷市内部でできる限りの客観的な検証作業を行うべきである。 

 

＜意見 53 市民の防災意識向上について＞ 

例えばハザードマップ等の防災に関する認知のアンケート調査を定期的に行い、認

知度をモニタリングする、開設された避難所において避難者に防災に関する情報を配

布し、親戚、知り合い等にも防災に関する情報を提供するように呼びかける等、市民

全体の防災意識の向上につながる対策を、平成 30 年 7 月豪雨で被災した市民意識が

高い時期に講じるべきである。 

 

 



 

 

 

 

 

 


